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令和５年度第１回金沢市行政経営プラン推進委員会 会議概要 

 

１ 日時  令和５年 11 月 27 日（月）午後１時 30 分～午後２時 45 分 

 

２ 場所  金沢市役所第二本庁舎 2301 会議室（リモート会議方式）  

 

３ 出席者（委員及び本部員等）  

委員 

(14名) 
 

合田 篤子(委員長) 

山口 いづみ 

鶴山 庄市 

松本 千春 

前 千代子 

枡田 和枝 

中島 一茂 

坂下 清司 

濱崎 英明 

近藤 充 

横山 邦春 

本谷 悦子 

佐藤 絢子 

山﨑 裕司（敬称略） 

本部員等 

(10名) 

(行政経営プラン推進本部員) 

副市長 

都市政策局長  

総務局長 

市民局長 

環境局長 

都市整備局長  

危機管理監 

観光政策課長 (経済局長代理 ) 

福祉政策課長 (福祉健康局長代理 ) 
 

新保 博之 

村角 薫明 

川畑 宏樹 

紙谷  勉 

加藤 弘行 

坪田 英孝 

上野 浩一 

小川 晶子 

南  憲一 

(行政経営プラン推進本部幹事 ) 

デジタル行政戦略課長  髙尾 昇平 

 

４ 議題 

(1) 指定管理者の管理運営状況に関する評価について  

(2) 金沢市行政改革大綱（第７次）の取組結果について  

(3) 金沢市アウトソーシング推進計画の取組結果について   
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

1 〔 新 た な 広 域 旅 行 商 品 の 開

発〕に関して 

「 2119 富山県西部の自治体

との合同による新たな広域旅行

商品の開発」について、開発し

た商品の予算 (実績 )、内容及び

当該商品の開催回数、参加者数

はどのような状況か。  

 

（観光政策課長）  

 R4 年度に実施したモニターツアーの経費（実

績）は、６市で構成している協議会で 1,140 千

円執行している。  

内容及び当該商品の開催回数だが、欧米豪イ

ンバウンドをターゲットにした旅行商品造成に

つながるよう、１泊２日で本市と富山県西部地

区の歴史・文化を体感してもらうモニターツア

ーとして２コースを、それぞれ１回ずつ実施し

た。参加者は、今後販売を担う旅行会社のコン

シェルジュ等７名である。  

 今年度は、ツアーパンフレットを作成しイン

バウンドが訪れる首都圏の観光案内所で配布を

行い、PR をしているところである。今後は商材

として商談会等での活用を図っていく予定であ

る。 

2 〔住民税額試算・申告書作成

システム〕に関して 

「 2224 住民税額試算・申告

書作成システムの導入」につい

て 、 当 該 シ ス テ ム の 開 発 予 算

(実績 )、利用方法・利用状況、

市民への周知について伺う。  

 

（総務局長）  

 システム開発予算は、330 千円である。  

 令和５年度分の住民税申告に合わせて、令和

５年１月から運用を開始した。月額利用料が、

33 千円であり、令和４年度は、１月から３月の

３か月間の利用で、利用額は 99 千円であった。  

令和５年度予算額は 396 千円であり、月額利

用料 33 千円の 12 か月分となっている。  

 システムの利用方法は、金沢市公式ホームペ

ージから、「市・県民税申告書作成及び税額試算

システム」へリンクし、当該システムの入力フ

ォームに自身の給与収入等を入力することで、

市・県民税申告書の作成や住民税額の試算をす

ることができる。  

 なお、当該システムの利用状況は、本年 10 月

末までに、税額等の試算が 3,066 件、市・県民

税申告書作成が 1.012 件の利用があった。  

また、市民への周知については、例年１月末

の市・県民税申告書の発送に併せて、当該シス

テムの利用について案内を記載したチラシを同
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

封し、対象者へ周知を図った。更に、市のホー

ムページで、申告特設会場の周知ともに当該シ

ステムの周知を行った。 

3 〔未利用資産等の売却〕に関

して 

「 134  未利用資産等の売却

による収入の確保」について、

現時点で未利用資産等として把

握している物件数、未利用資産

等の発生事由、処分 (売却 )方針

について伺う。  

 

（総務局長）  

 現在、把握している未利用資産は 14 件となっ

ている。うち７件は今年度売却の予定である。  

 未利用資産の発生事由としては、小学校の統

廃合等に伴い不要となった土地や道路建設等に

伴い取得した用地のうち不要となった部分（残

地）などが主である。  

処分方針としては、売却を原則としている。

なお、小学校などの統廃合等に伴う跡地や、敷

地面積が広大であるなど、本市のまちづくりへ

の影響が大きく、部局横断的な検討が必要とな

る用地の利活用については、庁内プロジェクト

を設置し、検討を進めることとなる。  

4 〔部門横断による効率化〕に

関して 

取組事項について部門横断的

に見て効率化を図る役割をデジ

タル行政戦略課が担ってくださ

るとのことだったが、 R4年度は

具体的にどのような取組をされ

た か 。 例 え ば 取 組 事 項 番 号 の

2116、 2209、 92、 39は関連事業

が２つの課にまたがって実施さ

れているが、効率化の取組はど

のようになされたか。  

 

（デジタル行政戦略課長）  

 例として挙げていただいた取組事項について

は、直接は連携して取り組んでいない。計画に

記載されている取組事項で関連するものについ

ては、部門横断的な連携の可能性を検討したう

えで取り組むべきであると考えており、行政経

営プランの進捗確認の通知を来年度当初に発出

することになるが、次回の通知には、委員ご指

摘のとおり、関連する取組は連携するよう改め

て明記したい。  

なお、行政経営プランの取組事項で部門横断

的に連携している取組の例として、「審議会の見

直し」は、各審議会の位置づけやあり方を管理

しているデジタル行政戦略課と、市民の市政へ

の参画を推進する市民協働推進課が充分に協議

を行いながら、ルール作りに取り組んできたほ

か、「職員提案制度の見直し」では、職員表彰制

度を担当する人事課と、事務改善を担当するデ

ジタル行政戦略課において、職員の提案意欲が

向上するような仕掛けを検討することとしてい
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

る。 

5 〔行政改革実施計画の具体的

取組事項〕に関して 

行政改革実施計画の具体的取

組事項は１～ 2000番台までの番

号がふってあるが、 R4年度の取

り 組 み 事 項 数 は い く つ か 。 ま

た、金沢市全体の全取組事項に

ついて把握している課はあるの

か。あるとしたら R4年度の全取

組事項数はいくつか。  

 

（デジタル行政戦略課長）  

二桁までの番号は、計画策定当初から掲載さ

れている、令和元年度の取組事項であり、四桁

の番号については、例えば、 2020 年度（令和２

年度）に追加した取組は上から二桁が「 20～」

から始まる番号を付けるなど、追加年度に対応

した番号を付けることとしている。  

令和４年度に追加した取組は 49 項目であり、

全取組事項数は 284 項目となっている。  

6 〔ボランティア育成事業の市

民への告知〕に関して  

具体的取組事項１（２）など

具体的取組事項の中には多様な

ボ ラ ン テ ィ ア 育 成 事 業 が あ る

が、市民への告知協力が必要な

こういった事業に関しては、今

後金沢学生のまち市民交流館の

コーディネーターにすべて情報

が流れるような仕組みを構築し

広報告知面で協働してはいかが

か。  

 

（市民局長）  

 金沢学生のまち市民交流館のコーディネータ

ーは、市民活動団体や学生団体等からの活動に

関する相談や支援を行っている。 

一方、ボランティアに関する相談について

は、認知症やフレイルなどの福祉に関するもの

のほか、防災士やスポーツ、国際交流など多岐

にわたること、また、それぞれに専門的な知識

や経験を必要とすることから、金沢市社会福祉

協議会をはじめとするボランティア受け入れ団

体等におつなぎしている。 

市としても、ボランティアの育成・確保は重

要なことと認識しており、引き続き、市の関係

各課とも連携し金沢学生のまち市民交流館のコ

ーディネーターへの情報共有のほか、金沢学生

のまち市民交流館内に設置している掲示板やポ

ータルサイト等を活用しながら市民へのボラン

ティア情報の広報周知に努めてまいりたい。 

7 〔指定管理者の施設運営〕に

関して 

令和４年度は、エネルギー価

格が高騰したことやコロナ禍の

影響が残っていたことにより、

指定管理者の施設運営にも影響

があったと思うが、支障はなか

ったか。また、市として支援策

 

（デジタル行政戦略課長）  

施設の種類、性格により規模は異なるがそれ

ぞれに影響はあった。エネルギー価格の高騰で

いえば、特に金沢プールなどはプールを加温す

るための光熱費が大きく高騰した。他にも 21世

紀美術館や歌劇座、文化ホールなど大型施設の

空調の電気代などで顕著な影響を受けている。
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

は講じたのか。  また、コロナ禍での外出控えの影響が残ってい

たため、観光客も戻りきっておらず 21世紀美術

館をはじめとする芸術文化施設などは利用料金

の大幅な減収も続いていた。  

本市においては、これまでにない急激なエネ

ルギー価格の高騰に対して国が全国的な緊急対

策を講じていた状況や、依然残るコロナ禍の影

響を踏まえ、施設運営に支障が生じないよう指

定管理料を増額する方針とし令和４年９月以降

に計上した補正予算を通じて指定管理者に対し

て必要な支援を実施した。  

8 〔民間活力導入の方針〕に関

して 

アウトソーシング推進計画は

令和４年度をもって終了という

ことであるが、今後の民間活力

導入の方針について伺う。  

 

（デジタル行政戦略課長）  

アウトソーシング推進計画は令和４年度をも

って終了となるが、今後も民間活力の導入につ

いて、積極的に検討していく方針に変わりはな

い。昨年度策定した行政経営プランの中でも、

官民連携を推進していくこととしている。 

また、近年、官民連携の手法は多様化してお

り、例えば、民間の資金と経営能力・技術力を

活用し、公共施設等の設計・建設から維持管

理・運営を行う PFIと呼ばれる手法や、 PFIの中

でも、地域社会・地域経済への貢献に焦点を当

てたローカル PFIと呼ばれる手法などが出てきて

いる。 

今後、財政状況が厳しさを増すとともに、人

口減少に伴う職員の減少が見込まれる中であっ

ても、質の高い公共サービスを維持し続けられ

るためには、民間活力の導入による効率化は重

要だと考えており、引き続き、最適な方法での

公共サービスの提供に努めてまいりたい。  

9 〔地域福祉ボランティアポイ

ント事業〕に関して 

「 40 地域福祉ボランティア

ポ イ ン ト 事 業 の 登 録 者 数 （ 累

計）」について、計画に対して

実績は少ないが登録者が増加し

ない要因は、どこに問題がある

 

（福祉政策課長）  

ボランティアポイント事業とは、ボランティ

ア登録を行った者が、地区社協に寄せられてい

るボランティアニーズを基に地域で福祉活動を

行い、実績に応じて地区社協からポイントの付

与を受けるものである。一定のポイントが貯ま
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のか。この啓発活動をどのよう

に取り組んでいるのか。 

また、このボランティアポイ

ントとは、どのような内容のも

のか。 

 

「 40 地域福祉ボランティア

ポ イ ン ト 事 業 の 登 録 者 数 （ 累

計）」について、目標未達成に

なった理由として、新型コロナ

が原因でボランティア活動を実

施できなかったことが挙げられ

ているが、他の計画と比べても

達成率がきわめて低い印象であ

る（令和元年はコロナの影響は

あまり無いと思われる）。そも

そもの目標値に問題があったの

か、あるいは、コロナ以外の理

由も考えられるのか。  

れば市内協賛店舗で優遇サービスを受けること

ができる「金沢元気わくわくクーポン」と交換

ができる仕組みである。 

登録者数が計画に対して少ない要因として

は、令和元年 10 月に事業を開始して間も無く、

新型コロナウイルス感染症の影響により地域に

おけるボランティア活動が自粛となり、その

後、積極的な啓発活動が行えず、制度自体が地

域に定着させることが困難であったためと考え

ている。  

今後は啓発活動を進めていきたいと考えてお

り、これまでも、半年ごとの冊子更新の際には

報道機関への情報提供および金沢市公式ホーム

ページへの掲載を行うなどを行ってきたところ

であるが、市社協に設置するボランティアセン

ターと連携しながら、ボランティアの受け皿と

なる地区社協などへ改めて啓発活動を行い、更

なる制度の PR に努めたい。  

10 〔 地 域 交 流 拠 点 モ デ ル の 形

成〕に関して 

「 2114 市街化調整区域にお

け る 地 域 交 流 拠 点 モ デ ル の 形

成」について、湯涌地区で進め

ている市街化調整区域における

地域交流拠点モデルの形成が思

うように進まない要因は何か。

また、関係機関との調整で難し

い問題となっているのはどのよ

う な 点 が 問 題 と な っ て い る の

か。 

 

（都市整備局長）  

本市では、人口減少や高齢化が進行する中、

中山間地域における地域活力や地域コミュニテ

ィの維持・再生を支援するため、湯涌地区をモ

デルとして地域交流拠点地区の形成に向けた取

組を進めている。 

令和３年度は、コロナ禍によって地域の皆様

の勉強会の開始が遅延したことをはじめ、令和

４年度は、地区計画の対象とする土地が、農業

関連法上、どのような制約を受けるか、また、

緩和が可能かについて関係機関と協議したが、

地目や接道条件、上下水道の有無などの個々の

土地の調査に想定以上の時間を要し、地区計画

の策定には至らなかった。 

現在は、第三者の居住や地域資源を生かす施

設の立地を可能とするために、地区計画の内容

について、地域住民が主体となって検討を続け

ているが、関係機関との調整においては、計画
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区域が無秩序な市街化の拡大につながるような

範囲設定となっていないか、計画内容が農林業

の振興策とも整合しているか、という課題を整

理する必要があり、時間を要している。 

引き続き、関係機関とは丁寧な協議を重ねる

とともに、中山間地域の活性化につながる地区

計画の策定に向け、住民主体の取組を支援して

いきたい。  

11 〔空き家〕に関して 

「 2034 空き家等の活用・流

通促進体制の構築」について、

人口減少により空き家が増えて

いると思うが、次の３項目につ

いてお尋ねする。  

①空き家の活用に対する助成金

を活用された件数は年間にどの

くらいあるのか。  

②活用に対する助成金について

はどのような内容になっている

のか。  

③流通を促進させる体制とはど

のような内容のものか。  

（都市整備局長）  

①補助制度には、移住・定住を促す「わがま

ち・ようこそ空き家リフォーム費補助」と町会

やNPO法人が空き家を活用する際の「地域連携空

き家等活用支援制度」がある。リフォーム補助

は、概ね年間３件程度で推移しており、地域連

携空き家等活用支援制度は、これまでの実績は

１件のみである。そのため、本年度から支援対

象に NPO法人を追加したところであり、引き続

き、制度の周知啓発を図っていきたい。  

②リフォーム補助については、かなざわ空き家

活用バンクに登録された物件を自己居住用に活

用する場合に、まちなか区域は最大 50万円、居

住誘導区域は 30万円、地区計画区域やまちづく

り協定区域は 20万円、その他の市街化区域につ

いては 10万円を補助するものである。地域連携

空き家等活用支援については、町会や NPO法人が

内部改修して空き家を活用する場合、その費用

に対して最大 100万円を補助する。 

③流通を促進させる体制とは、弁護士や不動産

事業者など 11の専門団体と市が連携したワンス

トップの相談体制であり、空き家の所有者等が

抱える相続や経済的な問題を、個々の事情に応

じた解決策を提案し、流通につなげるものであ

る。令和２年の体制が発足して以降、 75件の相

談があり、うち 33件が売却等解決に結びついて

いる。  

12 〔 都 市 生 態 系 再 生 モ デ ル 都

市〕に関して 

 国連環境計画が認定する「都

 

（都市政策局長）  

本市は、 2019 年３月に国連総会で決議された
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

市生態系再生モデル都市」に、

金沢市が国内で唯一認定された

と報道があった。行政改革の計

画では広報機能の充実のことも

記載されているが、本件をどの

ように PRしていくかについて、

認定に至るまでの経緯と合わせ

て教えてほしい。  

「国連生態系回復の 10 年」を進めるプロジェク

トにおいて、国連環境計画が公募した「都市生

態系再生モデル都市」に、世界で 11 都市が認定

され、国内では金沢市が唯一認定された。世界

では、アメリカのシアトル、イギリスのグラス

ゴー、南アフリカのケープタウン、カナダのト

ロント、トルコのイスタンブールのほか、コス

タリカ、ブラジル、インド、フィリピン、中国

が認定されている。 

この認定については、本市において生物文化

多様性の研究等を行っている国連大学サステイ

ナビリティ高等研究所いしかわ・かなざわオペ

レーティング・ユニット（ OUIK）が、金沢市の

同意を得た上で申請したものであり、本市の生

物多様性戦略、景観の保全、木の文化都市を目

指した独自の取組とともに、国連大学 OUIK のこ

れまでの研究の成果が評価されたものと承知し

ている。 

今後、国連大学 OUIK と連携を密にしながら、

国連環境計画が来月パリで開催する国際フォー

ラム等において、本市独自の取組や国連大学

OUIK の研究成果を国際的に発信するほか、そう

した活動や様々な場面を通じて、「都市生態系再

生モデル都市」を PR していきたい。  

13 〔今後の市民協働〕に関して 

財政や職員に関する目標に比

べて、協働に関する目標を達成

す る に は 、 市 の 力 だ け で は な

く、地域の人々の力を借りる必

要があり、その点で達成が難し

く、協働に関する重点目標や、

基本方針１の達成率がほかに比

べて低くなっているが、私はこ

れでも高い方であると考える。  

今後、団塊の世代の方々が引

退していく中で、人口減少や少

子化が進み、現状、若い世代の

協働の担い手は非常に少ない状

（市民局長）  

 ご指摘のとおり、町会等の地域団体におい

て、高齢化による担い手の不足や現役世代、若

者の地域活動への参加の減少は、大きな課題で

あると認識している。 

そのため、市では町会等の地域団体における

担い手不足の解消や役員等の負担軽減に向けて  

デジタル技術の積極的な活用による現役世代や

若者が参加しやすい環境づくりや、町会等の地

域団体が主体となり、 NPO等の市民活動団体や企

業、学生などと協働で地域活動に取り組むこと

等に対して積極的に支援を行うなど、地域コミ

ュニティの持続可能性の向上と活動の活性化を

図っている。市民の皆さまにも、自分たちのま
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

況であり、今後さらに市民協働

を進めていくことが難しくなっ

ていくと思うが、市の考え方に

ついて聞きたい。  

ちを住みよいものにするため、引き続き、ご協

力をお願いしたい。 

14 〔ゼロカーボン〕に関して 

大学生と連携し、まちづくり

や 地 域 活 性 化 を 図 る こ と は た

「 2126 ゼロカーボンシティか

なざわの情報発信プラットフォ

ームの構築」について、 R3達成

「効果的な情報発信を行いまし

た 」 と あ る が 、 「 ゼ ロ カ ー ボ

ン」の意味を理解 (周知 )できて

いる市民の数は、まだまだ少な

いように感じる。どのくらいの

割合を以って達成となっている

のか。また更に今後、普及によ

る啓発・発信をどのようにされ

るのか教えていただきたい。  

（環境局長）  

 本取組は、これまで実施してきた様々な企業

や市民団体等との連携を踏まえ、令和３年度に

は、特に若年層を対象に効果的な啓発を図るた

め、金沢美術工芸大学学生による脱炭素社会の

実現に向けた啓発動画の作成を行うとともに、

学生による啓発活動等について、市の公式ホー

ムページやデジタルサイネージなどの媒体を通

じて、「ゼロカーボンシティかなざわ」に係る情

報発信を行い、 1,000 件を超えるフォロワー数

やコメント等を得たものである。なお、こうし

た金沢美術工芸大学との連携は、現在も引き続

き行っているところである。  

ゼロカーボンの定義や意味等に係る市民の理

解度等について数値目標を設定しているもので

はないが、今年６月に実施した、 e モニター制

度を活用した地球温暖化に関するアンケート調

査では、日常生活において省エネや節電等の具

体的な取組が、「定着している」「おおむね定着

している」と回答した割合は約 85％であった。  

ゼロカーボンの達成のためには、省エネや節

電のみならず、再生可能エネルギー利用の促進

や、食品ロスの削減、ごみの減量化・資源化な

ど、多様な取組を複合的に進めていくことが必

要であり、事業者や市民の視点にたってわかり

やすく伝えていくため、引き続き、市民団体や

事業者等が行っている効果的な取組の積極的な

発信に努めるとともに、学校等への出前講座や

市民や事業者を対象にした環境イベントや温暖

化防止講演会の開催などを通じ、参加者からの

ご意見を踏まえ、更に理解が深まるよう工夫し

て取り組んでいく。  

15 〔空き家〕に関して  

「 2034 空き家等の活用・流

（都市整備局長）  

 老朽化した空き家について所有者等から市に



- 10 - 

 

No 委員の意見要旨  回答要旨  

通促進体制の構築」について、

R2達 成 と あ る が 、 老 朽 化 や 立

地、広さの関係で活用にそぐわ

ない空き家の対応・整備等の体

制 は ど の よ う に な る の か 。 ま

た、「 2226 クラウド型空き家

等情報管理システムの導入」に

ついて、空き家としてシステム

に登録するまでの人的流れ・時

間等はどのようになっているの

かも教えていただきたい。  

相談があった場合は、まずは改修などにより使

用や再販が可能か、また道路に面していない場

合など現行の建築基準法に合致しているかなど

流通の阻害となる要因を活用・流通促進体制の

なかで洗い出すとともに、ケースに応じた活用

策を検討している。そのなかで、老朽化が進み

活用が見込めない空き家などは、解体補助制度

の利用を促すなど、更地としての利用を提案し

流通につなげている。 

また、町会等からの相談があった空き家につ

いて、住所や所有者等の情報、相談内容や、現

地調査結果に基づく老朽度判定結果、写真等の

空き家の情報を建築指導課職員がクラウド型空

き家等情報管理システムに登録し、関係する庁

内の職員が容易に閲覧できるよう一元的に管理

を行っている。 

このことにより、部署を超えて空き家業務に

携わる職員間の情報共有が容易となり、関係す

る職員がその後の対応に正確かつ迅速に着手で

きることから、情報共有のための会議の削減や

作業時間の短縮、加えてペーパーレス化による

費用の削減につながっている。  

16 〔地域コミュニティ活性化事

業〕に関して  

地域コミュニティ活性化事業

について、市のホームページ等

で詳細を伺うと、町会ごとの団

体はまだ募集はしやすい面もあ

るかと思うが、校下での町をま

たぐ、協働団体を含むまとまり

で の 応 募 と な る と な か な か 企

画、運営が難しくなって来るよ

うに感じられる。  

町会連合会や、各団体の責任

者に周知されていて活用されて

いる様子も伺えるがもっと幅広

くやる気のある若者が企画運営

したくなるようなコンペ形式や

 

（市民局長）  

地域コミュニティ活性化事業は、町会や校下

（地区）町会連合会を対象に町会加入やコミュ

ニティの活性化に向けた自主的な取り組みを支

援するものである。  

本事業のメニューの一つである、町会等が校

下（地区）内の地域団体等や複数の町会等と連

携して取り組む地域団体連携事業については、

今年度、 12の地域において取り組んでいただい

ている。その中には、子どもたちが自分たちの

住むまちの未来を考える「こども未来会議」や

４世代の世代間で連携しながらイベントを実施

し、今後の担い手育成につなげていくなど、若

い方々が積極的に参画しているものもある。 

今年度は、町会等の取り組みの好事例を掲載
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弁論大会や成果発表などの場を

設けるなど、内輪で知っている

人だけが利用するようなものに

とどまらず、広く盛り上がる事

業として何か工夫される予定は

あるか、伺いたい。  

した「地域コミュニティ活性化事業事例集」を

作成し、ホームページにて公開しているが、引

き続き、広報周知にも工夫を行いながら、この

事業が幅広く活用いただけるよう、効果的な PR

に努めていきたい。 

17 〔校下（地区）町会連合会等

への情報配信システム〕に関

して 

 「 2106 校下（地区）町会連

合会等への情報配信システムの

構 築 」 に つ い て 、 実 施 内 容 に

「市と町会連合会等をつなぐ情

報配信体制を構築」とあるが、

具体的にどのような体制・シス

テ ム な の か 教 え て い た だ き た

い。 

 

 

（市民局長）  

令和３年８月から、金沢市町会連合会、金沢

市及び各校下 (地区 )町会連合会をつなぐ情報配

信ツールとして電子回覧板等アプリ「結ネッ

ト」を共同で運用し、随時、市町会連合会の各

種会議の開催案内、出欠確認や市が発信する避

難所開設情報、雪害情報等の防災情報、市から

の班回覧物データなどの情報の配信を行いなが

ら、互いの情報共有に努めている。 

18 〔認知症高齢者地域見守りネ

ットワーク〕に関して 

「 39 認知症高齢者地域見守

りネットワークのボランティア

数（累計）」について、実施内

容に「 IoTを活用した市民協力

型の見守りネットワーク」とあ

るが、具体的にどのようなもの

か教えていただきたい。 

 

（福祉政策課長）  

在宅で生活している認知症高齢者等の家族

に、 IoT を活用した見守りシステムを利用して

もらうことで、対象の高齢者等が行方不明にな

った場合に早期発見を図ることを支援し、家族

の負担を軽減するとともに、対象の高齢者等が

安全に生活を送ることができる仕組みである。  

具体的には、対象者は小型タグを身に付け

て、自宅に小型タグの感知器を設置する。市民

ボランティアのスマートフォンに専用アプリを

インストールしていただき、対象者が行方不明

になった場合に、対象者の家族は市民ボランテ

ィアに協力要請を行い、市民ボランティアがス

マホのブルートゥースと GPS を ON にすること

で、捜索時には多数の移動型感知器の機能を果

たし、行方不明高齢者の早期発見に繋げるもの

である。  

19 〔広報機能の強化〕に関して 

行政改革として広報機能の強

化を進めるなかで、R4 年度で効

（都市政策局長）  

令和２年度から金沢市公式 LINE を開設し、イ

ベントや防災情報などの市政情報を毎日配信し
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果が高かった取り組みなどがあ

れば教えていただきたい。  

ている。現在、利用者数は約 21 万人であり、非

常に有効で効果の高い広報媒体となっている。  

一方で、配信する情報の多量化・複雑化を防

ぐ必要があることや、広報内容に関する市民ア

ンケートにおいて「なるべくシンプルでわかり

やすい内容にしてほしい」とのご意見もあった

ことから、令和４年度より、災害などの緊急情

報を除き、配信頻度は１日１回午前 11 時の配信

とすること、また、イベント情報はおおむね集

客 100 人以上のものに限定することなど、配信

基準を設けて運用している。  

加えて、 LINE をはじめとした SNS から、新

聞・テレビ広報などのウェブサイトに利用者を

誘導するなど、各種広報媒体を連携させた広報

にも取り組んでいるところであり、今後とも工

夫を凝らしながら広報機能の強化に努めていき

たい。 

20 〔観光ボランティアガイド〕

に関して 

観光ボランティアガイド（ま

い ど さ ん ） を 数 値 目 標 で は な

く、あり方として、休日に高校

生や大学生を補助（サポート）

として付けることで、これから

の観光ガイドの充実やおもてな

し を 展 開 し て い く こ と は 可 能

か。  

 

（観光政策課長）  

観光ガイドの裾野の拡大については大切なこ

とだと考えているが、ご提案の高校生や大学生

を補助としてまいどさんに付けることは、授業

や課外活動のスケジュールとの兼ね合いなどの

課題も少なからずあるものと考えており、現状

難しいものと考えている。  

なお、これまでも、金沢に来る修学旅行の班

別行動のサポートとして、観光を学ぶコースを

設置している金沢商業高校の生徒がまいどさん

の講習を受けて、生徒たちで考えたオリジナル

の内容やコースにて、兼六園や金沢城公園を案

内する取組や、地元の大学生や留学生をガイド

として活用する事業などを実施しており、この

ような活動を通じて、若い世代のガイドの育成

やおもてなしの充実を図っている。地元で観光

について学び、興味関心を持つ高校生や大学生

と連携することが、観光産業の人手確保にもつ

ながると考えていることから、今後も継続して

実施していきたい。 
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21 〔町会活動のＤＸ等〕に関し

て 

地域コミュニティの充実を図

るために、町会活動および児童

館・公民館活動に ICT の活用や

DX 化を進められている効果の程

と、今後、町連会長経験者や児

童館長・公民館長経験者などを

「 地 域 づ く り コ ー デ ィ ネ ー タ

ー」として活動していただくの

はどうか。  

 

（デジタル行政戦略課長）  

 町会については、電子回覧板等アプリ「結ネ

ット」が導入されており、団体内部での会合等

の連絡効率化や防災訓練などへの活用事例があ

るほか、町会等へ各種デジタルツールの活用方

法等に関する講義を行う「地域活動デジタル活

用講座」においては、講義で学んだ Google フォ

ームなどを実際に活用し、活動の効率化を目指

す町会等が出てきている。 

児童館については、新型コロナの感染拡大を

機に、全ての地区児童館にタブレット端末等を

配備しており、 ICT を活用した厚生員の業務効

率化が図られているほか、児童館活動の情報発

信を強化するためのポータルサイトを開設し、

各館で行われている行事やお知らせを分かりや

すく掲示することで、利用者の利便性向上につ

ながっている。  

公民館については、コロナ禍の影響もあり、

ウェブ会議や映像配信に関する整備を行った館

が多く、実際、公民館による講座や公民館を拠

点とする各種地域団体の会議等をオンライン開

催する取り組みが広がっていると聞いている。  

 

（市民局長）  

一方、町会連合会長等の経験者については、  

これまでの豊富な経験を生かしながら、引き続

き、地域活動にご尽力いただいていると認識し

ている。 

そのため、ご提案の「地域づくりコーディネ

ーター」を配置することは今のところ考えてい

ないが、本市では、市民からの町会活動等に関

する様々な相談の窓口として、市民活動サポー

トセンターのコーディネーターや金沢市町会連

合会が設置する地域コミュニティサポートデス

クのコミュニティアドバイザーを配置してお

り、引き続き、これらの窓口の周知に努めてい

きたい。 
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22 〔コミュニティ防災士〕に関

して 

コミュニティ防災士の役割と

して、地域内で災害を引き起こ

す地形の危険因子を見つけて研

究することも地域防災の強化に

つながると考えるがいかがか。

また、認知症サポーター養成講

座のようにコミュニティ防災士

の出前講座などの受講者を防災

サポーターとして認定すること

で市民の防災力を高められない

か。  

 

（危機管理監）  

 災害の危険度は、地理的・地形的要因により

異なることから、それぞれの地域特性を把握し

たうえで災害に備えることは、ご指摘のとおり

極めて重要である。このため、本市では当行政

経営プランにおいて数値目標を掲げ、市内全 62

校下・地区での各地域特性に応じた「地区防災

計画」の策定を促進しており、昨年度末で 39 校

下・地区で策定済、また、今年度は 11 校下・地

区で策定済又は策定中となっている。今後も、

各校下・地区の自主防災組織等への働きかけを

継続し、「地区防災計画」の策定を通じて、住民

の皆様にお住いの地域の特性についても共有し

ていただき、地域防災力の強化に繋げていく。  

 他方、本市では、自主防災組織からの推薦も

いただきながら、地域に根付いた防災リーダー

となる「かなざわコミュニティ防災士」の育成

についても、当行政経営プランに数値目標を掲

げ、取り組んでいる。昨年度末で 1,382 名、今

年度末迄に 1,500 名を超える方が防災士の資格

を取得され、「かなざわコミュニティ防災士」と

してご登録いただく見込みである。防災サポー

ター認定のご提案をいただいたが、貴重なご意

見として、今後の参考とさせていただき、まず

は、各校下・地区における「かなざわコミュニ

ティ防災士」の育成に、引き続き優先して取り

組み、このことを通じて、地域防災力の一層の

向上に努めていく。  

 


